
空家等対策事業について 

 平成 29年 3月に策定した「宗像市空家等対策計画」に基づき、空家等対策事業を行って
います。 
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空家等対策の具体的な取り組み

■空家化の予防と空家等の適切な管理の推進

 相続、転勤など様々な理由により、すべての人が空家問題の当事

者となる可能性があります。 

 ●市民への啓発・所有者等への空家等対策に関する情報提供 

広報紙、ホームページ、納税通知を利用した啓発等 

 ●高齢者支援に関する専門家等との連携の検討 

■空家等の利活用の促進 
●空き家・空き地バンクの利用促進（住マイむなかたとの連携）

 ●住宅関連のセミナー事業、空家活用等の個別相談会等の実施 

 ●空家管理ビジネスや不用品片づけサービス等の支援策の検討 

 ●住まい健康診断や耐震改修補助制度等の利用促進 

 ●住宅購入支援事業 

 ●空家のリノベーションやコンバージョン等に対する民間事業の

活性化支援 

■管理不全な空家等に対する措置

●特定空家等の認定 

●所有者等への助言・指導、勧告、命令 

■管理不全な空家等の解消 

●行政代執行（法第 14 条第 9項） 

●略式行政代執行（法第 14 条第 10 項） 

■空家等に係る跡地の活用 

●地域の課題解決や活性化に向けた跡地の利活用の促進 

【宗像市空家等対策計画概要版抜粋】

平成29年度新規事業

■所有者の意識改革
・リーフレット作成 

・9月 1日号広報掲載 

■高齢者への啓発 

■取組体制の充実 
・空き家管理サービス提供 

・空き家ローン紹介 

・相続関係相談窓口 

■相続財産管理人制度活用



取組体制の充実 
空家等対策を円滑に進めることを目的に、一般社団法人住マイむなかたと宗像市を空家等
に関する総合的な相談窓口と位置づけ、互いに情報を共有し、包括的な連携を図るため各種
協定を締結します。

■空家等の適正な管理と活用推進に関する協定

両親が住んでいた家を
相続しました。

一般社団法人
住マイむなかた

公益社団法人
シルバー人材センター

一般廃棄物
収集運搬業者

各金融機関

福岡県司法書士会

宗像市役所

空き家の管理を
お願いしたい。

空き家の不用品を
片づけたい。

空き家に関する
ローンを検討したい。

一般社団法人
住マイむなかた会員

空き家を活用したい。

空き家に関する
相続について相談したい。

■空き家管理サービス
●ふるさと見守りサポート
・家屋の換気・草刈り

■不用品片づけサービス
・空き家の遺留荷物の処分

■空き家の解体
■空き家のリフォーム 
■空き家・空き地バンク

■空き家に関するローン
についての相談

■空き家の相続に関する
無料相談窓口

住マイむなかたは、
宗像市と協働で事業
を行う市民公益活動
団体です。一般社団法
人へ移行し、「誰もが」
「いつでも」「安心し
て」相談できる公的な
団体として活動を展
開しています。 

相談

■空家等の活用推進に関する協定

＝空き家管理サービスの提供＝ 

■宗像市空家等対策推進包括連携協定

相談窓口

空き家の管理に留まることなく、空き家の活用等を促進す
るため、さまざまなメニュー（情報）を提示していきます。



高齢者への啓発  
■目的 
 新たな空き家の発生を防ぐため。空家化の予防。 
■概要 
高齢者世帯及び施設入居（予定）者家族に対し、必要な情報提供や支援を行う。
■情報提供者 
 宗像市空家等対策推進包括連携協定締結機関 
■提供情報 
空き家管理サービス、住替え、リフォーム、売買、融資相談、相続相談
■高齢者のみ世帯住宅戸数（国勢調査調：H271001 現在） 
単身世帯住宅（65歳以上）     3,964 戸
夫婦のみ世帯住宅（一方が 65歳以上）5,815 戸
■関係部署 
 地域安全課・秘書政策課・建築課・地域包括支援センター・経営企画課 

母が施設へ入所したので
住んでいた家が空き家に 
なりました。

施設へ入所・入院となった場合、
長期間空き家になることが予想されます。 

権利関係の整理
現状に合わせた登記の変更を行いましょう。登記の変更を
しないままにしておくと、当事者がいなくなるなど、後の相
続人たちが苦労することになります。

空き家は、しばらくそのままにしておきたいという人が多いですが、売却
しようと思ったときには、家屋の劣化が進み、資産価値が下がってしまう
ことも… 



相続財産管理人制度活用
■概要 
相続人の存在、不存在が明らかでないとき（相続人全員が相続放棄をして、結果として相
続する者がいなくなった場合も含まれる。）には、家庭裁判所は、申立てにより、相続財
産管理人を選任します。
相続財産管理人は、被相続人（亡くなった方）の債権者等に対して被相続人の債権を支払
うなどして清算を行い、清算後残った財産を国庫に帰属させることになります。
■申立人
利害関係者（被相続人の債権者）
■申立先
 被相続人の最後の住所地の家庭裁判所 
■申立てに必要な費用
 収入印紙 800円分、連絡用の郵便切手、官報広告料 3,775 円 
■関係部署 
 地域安全課・税務課・収納課 

《略式代執行後の跡地》申立日：平成 29年 6月 23日 

《略式代執行後の跡地》申立日：平成 29年 5月 9日 予納金：453,773 円 

《特定空家等》    申立日：平成 29年 5月 9日 予納金：453,773 円 

相続財産管理人報酬相当額：450,000 円 
官報広告料：3,773 円 

売却できた場合、売却費用から相続財産管理
人への報酬を支払うため、予納金のうち 45
万円は返戻される。


